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航空機に搭載する無線局の点検その他の保守に関する規程の認定制度

 現在、原則１年ごとの実施が義務付けられている航空機局等の定期検査に代えて、免許人が、無線設備等の点
検その他の保守に関する規程を定めて総務大臣の認定を受けることができることとし、当該認定を受けた免許人
が開設する航空機局等を定期検査の対象外とする。
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今後検討すべき主な課題
航空機局等の電波の質に係る安全信頼性を担保するため、以下の点を中心に検討
①無線設備等保守規程の認定に当たっての審査基準（規程に記載すべき内容）の具体化
②変更認定、報告義務等の規定の具体化



2主な検討課題②～変更認定、報告義務等の規制の具体化～

 変更の認定（法第70条の5の2第3項、4項）

 軽微な変更の届出（法第70条の5の2第3項、5項）

 総務省に対する毎年の報告義務（法第70条の5の2第6項）

認定免許人は、無線設備等保守規程に従って行う点検その他の保守の実施状況を総務大臣に
毎年報告しなければならない。

航空機局等の電波の質に係る安全信頼性を担保するため、何を報告させるか検討

省令において変更の認定を要しない軽微事項を規定する必要があり、
認定事項と届出事項の区分けを検討



3点検その他の保守の実施状況報告項目（案）

一．無線従事者の資格及び員数の確認の実施状況
二．時計及び備付け書類の確認の実施状況
三．無線局事項書及び工事設計書に記載された内容及び実装との照合の実施状況
四．電気的特性の試験の実施状況及び実施計画
五．総合試験の実施状況及び実施計画
六．航空機局等に関する点検その他の保守の実施による不具合状況
七．無線設備等の点検その他の保守に関する信頼性管理における処置対策状況

 認定免許人は、無線設備等保守規程に従って行う点検その他の保守の実施状況を
総務大臣に毎年報告しなければならない。（法第70条の5の2第6項）

（報告項目案）



4報告書（案）（報告書に記載すべき内容の具体化①）

（報告項目案）
一． 無線従事者の資格及び員数の確認の実施状況
二． 時計及び備付け書類の確認の実施状況
三． 無線局事項書及び工事設計書に記載された内容

及び実装との照合の実施状況

（報告内容案）

「無線従事者の資格及び員数の確認」、「時計及び備付
け書類の確認」及び「無線局事項書及び工事設計書に
記載された内容及び実装との照合」については、これま
で総務省又は登録検査等事業者が定期検査時に実施
してきた内容について記載することとする。

航空機名 免許番号 実施日 確認者（判定員）

（報告様式例）

（参考）登録検査等事業者規則別表第六号



5報告書（案）（報告書に記載すべき内容の具体化②）

（報告項目案）
四． 電気的特性の試験の実施状況及び実施計画

（報告内容案）

電気的特性の試験は、無線設備の電気的特性が無線局免許を取得したときの状態から維持され
ることを目的として実施するものである。そこで、すべての無線設備について総務省令で定める期間
内に試験が実施されているかどうかを確認するとともに、次回の試験の予定も把握する必要がある
ことから、以下のとおりとする。

• 「航空機名」、「免許番号」、「無線設備名」、「型式又は名称」、「製造番号」、「実施日」、「確認者
（判定員）」 及び「実施計画（年度）」を記載。

• 総務省令で定める基準適合性の確認の最大間隔は５年であることから、過去５年度分の実施状
況及び今後５年度分の実施計画を記載。

• 航空機用救命無線機及び航空機用携帯無線機（ＥＬＴ）については、次回の試験実施まで電池
が有効であることを示すため、電池の有効期限を併せて記載。

（報告様式例（電気的特性の試験））

航空機名
免許
番号

無線
設備名

型式
又は名称

製造
番号

実施日
確認者

（判定員）
実施計画
（年度）

備考



6報告書（案）（報告書に記載すべき内容の具体化②）

（報告項目案）
五． 総合試験の実施状況及び実施計画

（報告内容案）

総合試験は、無線設備が正常に動作し、当該無線局の目的が達成されるかどうかを総合的に判
断することを目的として実施するものである。そこで、すべての無線設備について総務省令で定める
期間内に試験が実施されているかどうかを確認するとともに、次回の試験の予定も把握する必要が
あることから、以下のとおりとする。

• 「航空機名」、「免許番号」、「実施日」、「確認者（判定員）」 及び「実施計画（年度）」を記載。

• 総務省令で定める基準適合性の確認の最大間隔は５年であることから、過去５年度分の実施状
況及び今後５年度分の実施計画を記載（ＥＬＴ、ＡＴＣトランスポンダについては確認間隔がそれ
ぞれ最大１年、２年であることから、当該年度分の実施状況及び実施計画を記載）。

• ＥＬＴについては、「型式番号」、「製造番号」及び「個体識別コード」を併せて記載。

航空機名 免許番号 実施日
確認者

（判定員）
実施計画
（年度）

備考

（報告様式例（総合試験））



7報告書（案）（報告書に記載すべき内容の具体化③）

（報告項目案）
六． 航空機局等に関する点検その他の保守の実施による不具合状況

無線設備名
無線設備
の型式

実施年度
年間

飛行時間
不具合件数

管理値
又は目標値

備考

（報告内容案）

通常、運航中及び検査時に確認している項目のうち、「通信不能や他の通信に影響を及ぼ
す事象に繋がった不具合」及び「通信不能や他の通信に影響を及ぼすことはなかったが、こ
のまま使用を継続すると影響を及ぼす事象に繋がった不具合」の件数を、すべての無線設備
について、その型式ごとに計上する。また、各年度の年間飛行時間も併せて記載することによ
り無線設備の不具合発生率等を把握する。

本データについては、匿名化処理を行った上で無線設備の型式ごとに集計し、認定免許人
のみならず広く公開することを目指す。

（報告様式例）

（報告項目案）
七． 無線設備等の点検その他の保守に関する信頼性管理における処置対策状況

（報告内容案）

六で報告した不具合について、その不具合内容、原因及び処置状況について記載する。ま
た、信頼性の確保のために適切な対策を実施した場合には、その理由と方法を記載する。

本データについては、匿名化処理を行った上で無線設備の型式ごとに集計し、認定免許人
のみならず広く公開することを目指す。



8変更認定のうち軽微な変更事項（案）

 認定免許人は、当該認定を受けた無線設備等保守規程を変更しようとするときは、総
務省令で定めるところにより、総務大臣の認定を受けなければならない。ただし、総務
省令で定める軽微な変更については、この限りでない。（法第70条の5の2第3項）

一．無線設備等の点検その他の保守を行う無線局の免許番号及び航空機名
二．無線設備等の点検その他の保守を行う施設の概要
三．無線設備等の点検その他の保守を行う組織の概要及びその最高責任者の概要
四．無線設備等の点検その他の保守の信頼性管理の目標値又は管理値
五．無線設備等の点検その他の保守の実施方法
六．無線設備等の点検その他の保守の間隔
七．無線設備等の点検その他の保守に関する品質管理の概要
八．無線設備等の点検その他の保守に関する技術管理の概要
九．無線設備等の点検その他の保守に関する信頼性管理における分析と処置対策の概要

無線設備等保守規程の各項目において想定される軽微な変更を次ページ以降で示す。

（規程項目） ※「航空機局の定期検査等に関する評価会第7回」（H29.11.30）における意見反映版



9軽微な変更（案）（想定される変更事項及び軽微な変更とする理由①）

一． 無線設備等の点検その他の保守を行う無線局の免許番号及び航空機名

（想定される変更事項）
 無線局の免許番号

（軽微な変更とする理由）

航空機の定置場の変更により無線局を所管する総合通信局が変更となることに伴う無線局
の免許番号の変更は、点検その他の保守の内容に影響を与えるものではないため軽微な変
更とすることが適当である。

二． 無線設備等の点検その他の保守を行う施設の概要

（想定される変更事項）
 無線設備等の点検その他の保守を行う施設の住所

（軽微な変更とする理由）

施設の移動がない場合で、市町村合併等により生じる住所変更は、点検その他の保守の内
容に影響を与えるものではないため軽微な変更とすることが適当である。



10軽微な変更（案）（想定される変更事項及び軽微な変更とする理由②）

三． 無線設備等の点検その他の保守を行う組織の概要及びその最高責任者の概要

（想定される変更事項①）
 点検その他の保守を行う組織の最高責任者の氏名、役職名

（軽微な変更とする理由）

点検その他の保守を行う組織の最高責任者の交代は、点検その他の保守を行う能力に影
響を与えるものではないため、軽微な変更とすることが適当である。

（想定される変更事項②）
 点検その他の保守を行う組織の名称

（軽微な変更とする理由）

点検その他の保守を行う組織の名称の変更は、点検その他の保守を行う能力に影響を与え
るものではないため、軽微な変更とすることが適当である。

六． 無線設備等の点検その他の保守の間隔

（想定される変更事項）
 無線局の基準適合性の確認間隔

（軽微な変更とする理由）

総務省令で定めている間隔内での変更であれば、電波の質に係る安全信頼性を低下させる
変更ではないため軽微な変更とすることが適当である。
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